
議案第 ３２ 号

（総則）

（業務の予定量）

戸

㎥

㎥

千円

千円

千円

（収益的収入及び支出）

第１款　　下水道事業収益

千円

千円

第２款　　下水道事業費用

千円

千円

千円

千円

（資本的収入及び支出）

第３款　　下水道事業資本的収入

千円

千円

千円

千円

３２４，５００

１０７，５６４

２８４，４４０

２７９，１４２

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

　　額に対して不足する額 362,040千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

収　　　　　　入

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

第１条　令和２年度牛久市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　額 37,204千円、引継金 104,153千円及び当年度分損益勘定留保資金 172,779千円、及

　　び当年度未処分利益余剰金 47,904千円で補てんするものとする。）。

下水道（汚水）建設事業費

下水道（雨水）建設事業費

流域下水道整備事業費

３０，７５４

２１，８７１

２５２，１９６

３８８，６１０

３０，８８３

９２３，３３６

７６３，２２０

１，４１３，３０５

１２３，４４５

２１，３４９

１，４０５

７，９８３，０００

収　　　　　　入

支　　　　　　出

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

（１）

（２）

（３）

（４）

水 洗 化 戸 数

年 間 処 理 水 量

一 日 平 均 処 理 水 量

主 な 建 設 改 良 事 業

第１項

令和２年度牛久市下水道事業会計予算

営 業 収 益

営 業 外 収 益第２項

企 業 債

出 資 金

補 助 金

負 担 金

第２項

第３項

第４項

第１項

第１項

第２項

第３項

第４項

営 業 費 用



第４款　　下水道事業資本的支出

千円

千円

千円

（特例的収入及び支出）

（債務負担行為）

（企業債）

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次とおりと定める。

（議会の議決を得なければ流用することができない経費）

　（１）　職員給与費　　９０，６３８千円

（他会計からの補助金）

（利益余剰金の処分）

　（１）　資本的収入額が支出額に不足する額に補てんする

令和２年２月２８日　提出

牛久市長　　根　本　洋　治

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

　　はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

第１０条　下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

　　28,562千円である。

第１項

第２項

第３項

第４項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

３０

６７１，６８９

６８５，９６７

支　　　　　　出

第４項 基 金 積 立 金

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債

　　務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ176,992千円及び200,803千円で

第２項

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金
第１項

第１１条　当年度利益余剰金のうち 47,904千円は、次の通り処分するものと定める。

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間、限度額は、「第１表　債務負担行為」

　　と定める。

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還方法は、「第２表　企業債」と定

　　ある。

　　める。

第７条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

　　い。



（単位：千円）

（単位：千円）

第　１　表　　債　務　負　担　行　為　　

事項 限度額

前年度末までの支払 当 該 年 度 以 降 の 支 払 左の財源内訳

義務発生（見込）額 義 務 発 生 予 定 額 特　定　財　源

一 般 財 源
その他地方債期間 金額 期間 金額

令和２年度公金収
納情報データ作成
業務

14 令和2年度

国県
支出金

14

令和２年度公共下
水道水質分析調査
業務

174 令和2年度 174 174

14

令和２年度ポンプ
場電気保安管理業
務

1,030 令和2年度 1,030 1,030

ポンプ場ポンプ室
維持管理業務

119,164 令和元年度 37,509
令和2年度

～
令和3年度

81,655 81,655

公営企業会計シス
テム借上

13,662
令和2年度

～
令和6年度

13,662 13,662

第　２　表　　　企　　業　　債

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

普通貸借
又は

証券発行

　年5.0％以内

(ただし、利率見直し方式で

借り入れるものについて、

利率の見直しを行った後に

おいては、当該見直し後の

利率）

政府資金については、その

融資条件により、銀行その

他の場合にはその債権者と

協定するものによる。

ただし、市財政の都合によ

り据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還もし

くは低利に借換えすること

ができる。

公共下水道（雨水）事業債 173,500

流域下水道事業債 28,300

合　　　計 324,500

公共下水道（汚水）事業債 122,700



 

 

令和２年度 

 

牛久市下水道事業会計予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



収　　入

01 下 水 道 事 業 収 益

01 営 業 収 益

02 営 業 外 収 益

款 項

令和２年度　牛久市下水道

収　益　的　収　入



（単位：千円）　

予定額 備考

1,686,556 

923,336 

01 下 水 道 使 用 料 876,661 

02 雨 水 処 理 負 担 金 46,673 

04 そ の 他 営 業 収 益 2 

763,220 

01 受 取 利 息 及 び 配 当 金 30 

02 補 助 金 28,562 

03 他 会 計 負 担 金 89,087 

05 長 期 前 受 金 戻 入 645,511 

06 雑 収 益 30 

目

事業会計予算実施計画

及　び　支　出



支　　出

02 下 水 道 事 業 費 用

01 営 業 費 用

02 営 業 外 費 用

03 特 別 損 失

04 予 備 費

款 項



（単位：千円）　

予定額 備考

1,559,504 

1,413,305 

01 汚 水 管 渠 費 40,226 

03 汚 水 ポ ン プ 場 費 74,540 

05 流 域 下 水 道 維 持 管 理 費 負 担 金 350,195 

06 普 及 促 進 費 43 

08 業 務 費 63,546 

09 総 係 費 66,465 

10 減 価 償 却 費 818,290 

123,445 

01 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 123,445 

21,349 

05 そ の 他 特 別 損 失 21,349 

1,405 

01 予 備 費 1,405 

目



収　　入

03 資 本 的 収 入

01 企 業 債

02 出 資 金

03 補 助 金

04 負 担 金

資　本　的　収　入

款 項



（単位：千円）　

予定額 備考

995,646 

01 企 業 債 324,500 

01 他 会 計 出 資 金 107,564 

284,440 

01 国 庫 補 助 金 284,440 

279,142 

03 他 会 計 負 担 金 271,972 

04 受 益 者 負 担 金 7,170 

　及　び　支　出

目



支　　出

04 資 本 的 支 出

01 建 設 改 良 費

02 企 業 債 償 還 金

04 基 金 積 立 金

款 項



（単位：千円）　

予定額 備考

1,357,686 

671,689 

01 汚 水 管 渠 費 181,496 

02 雨 水 管 渠 費 388,610 

03 汚 水 ポ ン プ 場 費 70,700 

05 流 域 下 水 道 建 設 事 業 負 担 金 30,883 

685,967 

01 企 業 債 償 還 金 685,967 

30 

01 基 金 積 立 金 30 

目



（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 89,848,745

減価償却費 818,288,656

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,891,754

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,296,000

長期前受金戻入額 △ 645,510,440

支払利息及び企業債取扱諸費 123,445,000

未収金の増減額（△は増加） 5,480,644

未払金の増減額（△は減少） △ 18,049,084

特定収入に係る消費税及び地方消費税の相殺（圧縮）額 △ 55,588,000

小計 340,103,275

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 123,445,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 216,658,275

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 881,477,928

無形固定資産の取得による支出 △ 147,346,679

その他の資産の取得による支出 △ 30,000

受益者負担金等による収入 7,170,000

国庫補助金等による収入 460,553,000

一般会計からの繰入金による収入 271,972,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 289,159,607

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 685,967,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 787,634,000

他会計からの出資による収入 107,564,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,897,000

資金増加額（又は減少額） △ 66,604,332

資金期首残高 183,394,890

資金期末残高 116,790,558

令和 ２年度　牛久市下水道事業会計

予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和 2年 4月 1日 から 令和 3年 3月31日まで ）



１．総　　　括

２．給料及び手当の増減額の明細

人事異動等によるもの
(地方公営企業法の適用）

人事異動等によるもの
(地方公営企業法の適用）

説　　　明 備　考

給料改定に伴う増減分

昇給に伴う増減分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

31,802

職員
手当

35,016

給　料

35,016

31,802

- -

564 540 11,295 4,151

（単位：千円）

区　 分 増 減 額

564 540 11,295 4,151比　較 1,332 1,440 645 1,800 13,249

増減事由別内訳

本年度 1,332 1,440 645 1,800 13,249

- - -

11,650 86,558

手
当
の
内
訳

区　 分 扶　養 管理職 通　勤
時間外
勤　務

期末
勤勉

住　居

合　　　　計 9 8,090 31,802 35,016 74,908

前年度 - - - -

児童 退職 地域

-

比
 
較

損益勘定支弁職員 3 8,090 10,598 16,031 34,719 3,615

合　　　　計 - - - - -

38,334

資本勘定支弁職員 6 0 21,204 18,985 40,189 8,035 48,224

-

資本勘定支弁職員 - - - - - - -
前
年
度

損益勘定支弁職員 - - - - - -

合　　　　計 9 8,090 31,802 35,016 74,908

-

本
年
度

損益勘定支弁職員 3 8,090 10,598 16,031 34,719 3,615

11,650

給　与　費　明　細　書

86,558

（単位：千円）

区　　　分

職 員 数 給　　与　　費

法定福利費 合　計一般職
報　酬 給　料 手　当 計

（人）

38,334

資本勘定支弁職員 6 0 21,204 18,985 40,189 8,035 48,224



３．給料及び職員手当の状況

職員一人当たりの給与 初任給

級別職員数

（級別の基準となる職務内容）

3 －

６　級 ７　級

参　事 理　事

部　長

大学卒 182,200 182,200

技　師

主事補

（1） (2)

区　　　　　　　　分 一般行政職
区　分

一般行政職
（円）

2年1月1日現在

平均給料月額 （円） 292,378 一般行政職（円）

平均給与月額 （円） 400,391

一般会計の制度

1年1月1日現在

平均給料月額 （円） －

平均給与月額 （円） －

平均年齢 （歳） －

高校卒 150,600 150,600

平均年齢 （歳） 41.67 短大卒 163,100 163,100

（3）

区　　　分

一般行政職

区　　　分

一般行政職

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

2年1月1日現在

1 2 22.2

1年1月1日現在

1 － －

2

－

4 1 11.1 4 － －

2 － －

3 5 55.6

6 1 11.1 6 － －

5 5 － －

計 9 100.0 計 － －

7 7 － －

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

理　事技　師 主　任 副参事

技師補

一般行政職

主　事 主　事 主　査 課長補佐 課　長 次　長



昇給

期末手当・勤勉手当

定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

35年勤続の者

（月分）

その他の

加算措置等

最高限度

（月分）

47.709 47.709
定年前早期
退職特例措置

備　考

2.250

(1.175)

2.250

前 年 度 －

（4）

区　　　　　　分 合　計
職　種

一般行政職

本
年
度

職　　員　　数 （Ａ） （人） 9 9

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 8 8

号給数別内訳

1号給 （人）

2号給 （人）

5号給 （人）

6号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人） 8 8

7号給 （人）

比　　　率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 88.89 88.89

前
年
度

職　　員　　数 （Ａ） （人） － －

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） － －

号給数別内訳

1号給 （人） － －

2号給 （人） － －

5号給 （人） － －

6号給 （人） － －

3号給 （人） － －

4号給 （人） － －

7号給 （人） － －

比　　　率 （Ｂ）/（Ａ）（％） － －

－ －

25年勤続の者

（月分）

（5）

区　分
支給率計

備　考
(月分）

本 年 度

12月（月分）6月（月分）

支給期別支給率

(1.175)

2.250

(1.175)

職制上の段階・職務の

級等による加算措置

有

－

有

(2.350)

4.500

支 給 率 等 24.586875

24.586875

33.27075

33.27075 47.709 47.709
定年前早期
退職特例措置

国の制度
(1.175)

2.250

（6）

区　　　分
20年勤続の者

（月分）

(2.350)

4.500

一般会計の制度



その他の手当

地　域　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

（７）

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当 同



（単位：円）

１．固　定　資　産
（1）有形固定資産

ｲ 土　　　地 517,846,811
ﾛ 建　　　物 925,568,152

減価償却累計額 △ 32,866,792 892,701,360
ﾊ 構　築　物 22,510,889,704

減価償却累計額 △ 704,667,288 21,806,222,416
ﾆ 機械及び装置 445,009,544

減価償却累計額 △ 35,527,256 409,482,288
ﾎ 建設仮勘定 23,915,550

有形固定資産合計 23,650,168,425
（2）無形固定資産

ｲ 施設利用権 1,103,788,058
無形固定資産合計 1,103,788,058

（3）投資
ｲ 基金 95,246,223

投資合計 95,246,223
固定資産合計 24,849,202,706

２．流　動　資　産
（1）現金預金 116,790,558
（2）未　収　金 171,511,743

貸倒引当金 △ 16,891,754
流動資産合計 271,410,547
資産合計 25,120,613,253

３．固　定　負　債
（1）企　業　債

ｲ 建設改良等の財源に充てるための企業債 6,770,778,416
企業債合計 6,770,778,416
固定負債合計 6,770,778,416

４．流　動　負　債
（1）企　業　債

ｲ 建設改良等の財源に充てるための企業債 663,876,401
企業債合計 663,876,401

（2）未　払　金 182,753,765
（3）引当金

ｲ 賞与引当金 5,296,000
引当金合計 5,296,000

流動負債合計 851,926,166
５．繰　延　収　益

（1）長期前受金 12,992,924,581
（2）長期前受金収益化累計額 △ 645,510,440

繰延収益合計 12,347,414,141
負債合計 19,970,118,723

６．資　本　金
（1）自己資本金

ｲ 固有資本金 4,435,234,974
ﾛ 繰入資本金 107,564,000

自己資本金合計 4,542,798,974
資本金合計 4,542,798,974

７．剰　余　金
（1）資本剰余金

ｲ 他会計補助金 517,846,811
資本剰余金合計 517,846,811

（2）利益剰余金
ｲ 当年度未処分利益剰余金 89,848,745

利益剰余金合計 89,848,745
剰余金合計 607,695,556
資本合計 5,150,494,530
負債資本合計 25,120,613,253

令和２年度　牛久市下水道事業会計　予定貸借対照表
（　令和 3年 3月31日現在　）

資　　　産　　　の　　　部

負　　　債　　　の　　　部

資　　　本　　　の　　　部



（単位：円）

１．固　定　資　産
（1）有形固定資産

ｲ 土　　　地 517,846,811
ﾛ 建　　　物 925,568,152

減価償却累計額 925,568,152
ﾊ 構　築　物 21,622,340,553

減価償却累計額 21,622,340,553
ﾆ 機械及び装置 357,775,907

減価償却累計額 357,775,907
ﾎ 建設仮勘定 23,915,550

有形固定資産合計 23,447,446,973
（2）無形固定資産

ｲ 施設利用権 1,095,973,559
無形固定資産合計 1,095,973,559

（3）投資
ｲ 基金 95,216,223

投資合計 95,216,223
固定資産合計 24,638,636,755

２．流　動　資　産
（1）現金預金 183,394,890
（2）未　収　金 176,992,387

流動資産合計 360,387,277
資産合計 24,999,024,032

３．固　定　負　債
（1）企　業　債

ｲ 建設改良等の財源に充てるための企業債 6,850,354,886
企業債合計 6,850,354,886
固定負債合計 6,850,354,886

４．流　動　負　債
（1）企　業　債

ｲ 建設改良等の財源に充てるための企業債 685,966,931
企業債合計 685,966,931

（2）未　払　金 200,802,849
流動負債合計 886,769,780

５．繰　延　収　益
（1）長期前受金 12,308,817,581

繰延収益合計 12,308,817,581
負債合計 20,045,942,247

６．資　本　金
（1）自己資本金

ｲ 固有資本金 4,435,234,974
自己資本金合計 4,435,234,974
資本金合計 4,435,234,974

７．剰　余　金
（1）資本剰余金

ｲ 他会計補助金 517,846,811
資本剰余金合計 517,846,811
剰余金合計 517,846,811
資本合計 4,953,081,785
負債資本合計 24,999,024,032

令和２年度　牛久市下水道事業会計　予定開始貸借対照表
（　令和 2年 4月 1日現在　）

資　　　産　　　の　　　部

負　　　債　　　の　　　部

資　　　本　　　の　　　部



注　記

Ⅰ．重要な会計方針

当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

減価償却の方法　　　　　定額法による。

主な耐用年数

建物 15 ～ 50 年

構築物 10 ～ 50 年

機械及び装置 6 ～ 20 年

（２）　無形固定資産

　 減価償却費の方法　　　　定額法による。

施設利用権 45 年

２　引当金の計上方法

（１）　退職給付引当金

（２）　賞与引当金

（３）　貸倒引当金

３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．リース契約により使用する固定資産に関する注記

１　リース取引の処理方法

　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については，通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理を行う。リース料総額が300万円未満のファイナンス・リー

ス取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行う。

２　リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理を行っている。

３　所有権移転外ファイナンス・リース取引係る未経過リース相当額

１年以内 円

１年超　　 円

合　計 円

職員の退職手当は，協議に基づき，負担金以外の費用について一般会計がその全部
を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため，当
年度末における支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から３月まで
の4か月分）を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計
上している。

1,069,200

4,811,400

3,742,200



１．収益的収入　

（収　入）

01 1,686,556

営 業 収 益 923,336

01 下 水 道 使 用 料 876,661

02 雨 水 処 理 負 担 金 46,673

04 そ の 他 営 業 収 益 2

営 業 外 収 益 763,220

01
受 取 利 息 及 び
配 当 金

30

02 補 助 金 28,562

03 他 会 計 負 担 金 89,087

05 長 期 前 受 金 戻 入 645,511

06 雑 収 益 30

令 和 ２年度　牛久市下水道 

収　益　的　収　

本年度予算額 前年度予算額

01

02

款　　　項 目

下 水 道 事 業 収 益



（単位：千円）

金　　額

1,686,556

923,336

876,661

01 公 共 下 水 道 使 用 料 876,661

46,673

01 雨 水 処 理 負 担 金 46,673

2

01 手 数 料 2

763,220

30

02 基 金 利 息 30

28,562

03 他 会 計 補 助 金 28,562

89,087

02 他 会 計 負 担 金 89,087 一般会計負担金

645,511

01 受 贈 財 産 評 価 額 戻 入 101,529

03 受 益 者 負 担 金 戻 入 35,857

05 国 庫 補 助 金 戻 入 210,469

06 県 支 出 金 戻 入 1,922

07 他 会 計 補 助 金 戻 入 295,734

30

03 そ の 他 雑 収 益 30

 事業会計　予算実施計画明細書

　入　及　び　支　出

減価償却費に対する国庫補助金の収益化

減価償却費に対する県支出金の収益化

減価償却費に対する他会計補助金の収益化

延滞金

一般会計負担金

受益者負担金督促手数料
使用料督促手数料

一般会計補助金

減価償却費に対する受益者負担金の収益化

比較増減

公共下水道施設建設基金利子

下水道使用料

減価償却費に対する受贈財産評価額の収益化

節
説　　　明

区　　　分



２．収益的支出

（支　　出）

02 1,559,504

営 業 費 用 1,413,305

01 汚 水 管 渠 費 40,226

03 汚 水 ポ ン プ 場 費 74,540

05
流域下水道維持管理
費 負 担 金

350,195

06 普 及 促 進 費 43

下 水 道 事 業 費 用

01

款　　　項 目 前年度予算額本年度予算額



（単位：千円）

金　　額

1,559,504

1,413,305

40,226

10 備 消 耗 品 費 30 消耗器材費 30  

11 光 熱 水 費 48 電気料 48  

18 委 託 料 37,605 設備保守管理 719

環境衛生管理 4,212

水質分析調査 174

取付管・公桝補修 2,500

基本設計 30,000

19 賃 借 料 10 土地借上料 10

22 工 事 請 負 費 2,500 維持補修工事 2,500  

25 補 償 費 33 賠償金 33  

74,540

10 備 消 耗 品 費 30 消耗器材費 30  

11 光 熱 水 費 22,052 電気料 21,887  

水道料 125  

下水道料 40  

13 燃 料 費 155 機械燃料 155  

15 通 信 運 搬 費 1,491 電話料 1,491  

18 委 託 料 40,947 設備保守管理 38,919  

消防設備点検 42  

資材価格調査 710  

伐採 1,276  

20 修 繕 費 300 施設修繕 300  

22 工 事 請 負 費 9,500 維持補修工事 9,500  

30 保 険 料 65 火災保険料 65  

350,195

31 負 担 金 350,195
霞ヶ浦常南流域下水道維持
管理費負担金

350,195  

43

10 備 消 耗 品 費 3 消耗器材費 3  

14 印 刷 製 本 費 36 印刷製本費 36  

15 通 信 運 搬 費 4 郵便料 4  

節
説　　　明

区　　　分
比較増減



（支　　出）

08 業 務 費 63,546

09 総 係 費 66,465

款　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額



（単位：千円）

金　　額

63,546

09 報 償 費 200 報償金 200  

10 備 消 耗 品 費 80 消耗器材費 49  

図書購入費 31  

14 印 刷 製 本 費 204 印刷製本費 204  

15 通 信 運 搬 費 942 郵便料 111  

回線使用料 831  

17 手 数 料 6 預金調査手数料 6  

18 委 託 料 4,344 基幹システム契約委託 155  

印刷業務 75  

公金収納情報データ作成 14  

雑草除去 3,600  

土砂等撤去 500  

31 負 担 金 57,570 県南水道事務費 57,560  

公共料金等暴力対策協議会 10  

35 雑 費 200 還付金 200  

66,465

01 報 酬 8,090 会計年度任用職員報酬 8,090  

02 給 料 10,598 給料 10,598  

03 手 当 16,031 職員手当等 16,031  

04 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,985 賞与引当金繰入額 1,985  

05 法 定 福 利 費 5,058 共済費 5,058  

08 旅 費 55 旅費 55  

10 備 消 耗 品 費 466 消耗器材費 416  

図書購入費 50  

15 通 信 運 搬 費 228 郵便料 228  

18 委 託 料 5,676
汚水処理事業広域化・共同
化検討

3,850  

システム保守 66  

下水道事業法適用化 1,320  

消費税申告 440  

19 賃 借 料 1,070 機器借上料 1,070  

31 負 担 金 316 日本下水道協会 207  

茨城県下水道協会 53  

県下水道整備促進協議会 56  

33 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 16,892 貸倒引当金繰入額 16,892  

説　　　明比較増減
節

区　　　分



（支　　出）

10 減 価 償 却 費 818,290

営 業 外 費 用 123,445

01
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

123,445

特 別 損 失 21,349

05 そ の 他 特 別 損 失 21,349

予 備 費 1,405

01 予 備 費 1,405

目 本年度予算額 前年度予算額

04

02

03

款　　　項



（単位：千円）

金　　額

818,290

01 有形固定資産減価償却費 773,062

02 無形固定資産減価償却費 45,228

123,445

01
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

123,445 下水道債償還利子 123,445  

21,349

21,349

01 そ の 他 特 別 損 失 21,349

1,405

1,405

01 予 備 費 1,405

説　　　明
区　　　分

比較増減
節



１．資本的収入　

（収　入）

03

企 業 債 324,500

01 企 業 債 324,500

出 資 金 107,564

01 他 会 計 出 資 金 107,564

補 助 金 284,440

01 国 庫 補 助 金 284,440

負 担 金 279,142

03 他 会 計 負 担 金 271,972

04 受 益 者 負 担 金 7,170

　資　本　的　収　

本年度予算額 前年度予算額

資 本 的 収 入

01

02

03

04

款　　　項 目



（単位：千円）

金　　額

995,646

324,500

324,500

01 企 業 債 （ 建 設 改 良 費 ） 324,500 公共下水道（汚水）事業債 122,700  

公共下水道（雨水）事業債 173,500  

流域下水道事業債 28,300  

107,564

107,564

01 一 般 会 計 出 資 金 107,564 一般会計出資金

284,440

284,440

01 国 庫 補 助 金 284,440
社会資本整備総合交付金
（旧浸水対策補助）

161,840  

社会資本整備総合交付金
（旧地震対策補助）

105,700  

社会資本整備総合交付金
（旧未普及解消補助）

16,900  

279,142 279,142

271,972

01 他 会 計 負 担 金 271,972 一般会計負担金

7,170

01 受 益 者 負 担 金 7,169 下水道事業受益者負担金

02 区 域 外 流 入 負 担 金 1 区域外流入負担金

説　　　明
区　　　分

　入　及　び　支　出

節
比較増減



２．資本的支出　

（支　出）

04 1,357,686

建 設 改 良 費 671,689

01 汚 水 管 渠 費 181,496

02 雨 水 管 渠 費 388,610

03 汚 水 ポ ン プ 場 費 70,700

05
流域下水道建設事業
負 担 金

30,883

企 業 債 償 還 金 685,967

01 企 業 債 償 還 金 685,967

基 金 積 立 金 30

01 基 金 積 立 金 30

02

04

資 本 的 支 出

01

本年度予算額 前年度予算額款　　　項 目



（単位：千円）

金　　額

1,357,686

671,689

181,496

02 給 料 9,098 給料 9,098  

03 手 当 6,665 職員手当等 6,665  

04 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,415 賞与引当金繰入額 1,415  

05 法 定 福 利 費 3,149 共済費 3,149  

08 旅 費 20 旅費 20  

13 燃 料 費 160 自動車燃料 160  

17 手 数 料 14 登録手数料 14  

18 委 託 料 6,000 事業計画変更 6,000  

22 工 事 請 負 費 154,800 管渠布設工事 150,500  

公設桝追加設置工事 4,300  

30 保 険 料 136 自動車損害保険料 136  

32 公 課 費 39 公課費 39  

388,610

02 給 料 12,106 給料 12,106  

03 手 当 12,320 職員手当等 12,320  

04 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,896 賞与引当金繰入額 1,896  

05 法 定 福 利 費 4,888 共済費 4,888  

18 委 託 料 13,900 家屋調査 10,400  

補償費算定 3,500  

22 工 事 請 負 費 324,300 管渠布設工事 324,300  

25 補 償 費 19,200 補償金 19,200  

70,700

22 工 事 請 負 費 70,700 ポンプ場設備改築工事 70,700  

30,883

23 負 担 金 30,883
霞ヶ浦常南流域下水道建設
事業

30,883  

685,967

685,967

01
企 業 債 償 還 金
（ 建 設 改 良 費 ）

685,967 下水道債償還元金 685,967  

30

30

01 基 金 積 立 金 30 基金積立金 30  

節
説　　　明

区　　　分
比較増減


